
主　催

共　催

日　時 2024年4月24日(水) 16:00～18:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年4月24日(水) 16:00～17:45

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年5月30日(木) 17:00～18:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年6月8日(土) 15:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年6月8日(土) 15:10～18:10

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年7月12日（金） 16:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年7月16日（火） 10:00～15:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年7月16日（火） 10:00～15:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年7月24日（水） 16:00～18:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年7月31日（水） 15:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年8月19日（月） 14:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年9月7日（土）　　 13:30～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年9月19日（木） 14:30～18:45

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年9月21日（土） 15:00～17:20

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年9月21日(土) 15:10～16:40

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年10月27日(日) 15:30～18:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年11月5日(火) 15:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム（Zoom）

オンライン会議システム(Webex)

中央大学茗荷谷キャンパス3階3E03教室・オンライン会議システム(Webex)

中央大学茗荷谷キャンパス3階3C04会議室

中央大学後楽園キャンパス6号館6409号室

桜美林大学新宿キャンパス創新館本館3階　J302

社会哲学と経済思想史研究会

①ウェルビーイング測定の経緯とJGSSにみるわが国の主観的ウェルビーイングの状況
②日本の高齢者のWell-beingの現状把握-内閣府の満足・生活の質に関する調査を用いて-

国際金融と日本の金融政策

岩田　一政 氏（日本経済研究センター理事長）

①桑原　進 氏（一橋大学）
②黒岩　美幸 氏（総務省統計委員会担当室）

17名

中央大学「社会会計研究会」の主催にて，公開研究会を開催した。第1報告は，桑原 進 氏（一橋大学）「ウェルビーイング測定の経緯とJGSSにみる
わが国の主観的ウェルビーイングの状況」，第2報告は，黒岩 美幸 氏（総務省統計委員会担当室）「日本の高齢者のWell-beingの現状把握-内閣府
の満足・生活の質に関する調査を用いて-」であった。2報告とも質疑応答を含め60分間であったが，議論が盛り上がり多少の延長があった。第1報告
は，国際機関および日本政府によるウェルビーイング測定の歴史的経緯を整理する研究であった。1970・80年代に開発が始まった初期はＧＮＰを始
めとする経済指標に社会的費用を差し引くような形で測定が試みられたが，2000・2010年代には，人口社会統計をもとにしたダッシュボード（指標
群）の開発が中心になり，現在は，アンケート調査による主観的ウェルビーイング（主観的幸福度指標）の測定が中心となっている状況が明らかに
された。第2報告は，内閣府による「満足度・生活の質に関する調査」の個票データを用い実施した決定木分析からの分析結果をまとめた研究であっ
た。高齢者のウェルビーイングは所得の多寡に依存することが明らかにされた。

なし

なし

①子育て支援と地域社会
②The effectiveness of Japanese FX intervention in 2024
③EBPMにおける統計利用の課題－生活扶助相当CPIと生活保護基準引下げを例に－

①的場　啓一　氏（大阪商業大学教授）
②藤井　隆雄　氏（神戸市外国語大学教授）
③鈴木　雄大　氏（北海学園大学准教授）

4名

今後の貨幣制度の見通しを明らかにするために，今回は３名の研究者をお迎えして研究会を実施いたしました。
報告①では，少子化による貯蓄率の変化を中心に経済政策の対応についてご講演いただきました。人口構造の急激な変化に対する貨幣制度を模索す
る上でとても重要なご報告で課題を明確化することができました。
報告②では，外為市場への覆面介入のトリートメント効果を測定する方法およびその実態を明らかにするご研究についてご講演いただきました。貨
幣の対外的価値に関わるご講演によって，貨幣価値に対する当局の介入についての是非について認識を明確化することができました。
報告③では物価，特に消費諸物価の算定に関わる裁判事例から，貨幣価値の測定の精緻化に関わるご講演をいただきました。特に厚生労働省と総務
省との算定および見解の相違から，購買力の維持の観点から問題点が明確になりました。
上記3報告について，それぞれ，ご報告の後に参加者全員で討論を行い，研究の更なる精緻化に資する論議を行うことができましたので，現在の貨幣
価値と将来の貨幣制度の構築について，大変有意義な研究会になりました。
以上，研究会実施について報告させていただきます。ご支援いただきありがとうございました。

なし

①介護保険制度に関する考察ー介護給付費の増加要因分析ー
②Do local tax rate hikes trigger tax competition？Evidence Form local corporate tax reform”（With Haruaki Hirota and Hideo Yunoue）

①代田　知之 準研究員（中央大学大学院経済学研究科博士課程後期課程）
②齊藤　仁 氏（和歌山大学経済学部准教授）

財政研究部会

金融システム研究会

国際経済研究部会

公開研究会

6名

第1報告者の代田氏からは、社会保障制度に係る持続可能性に関して、「介護保険制度における介護給付費の増加要因分析」というテーマで研究報告
をいただいた。2000年から2020年度のおよぶ長期の「介護保険事業状況」データを用いて、介護給付費を構成する5つの要素（第1号被保険者数、認
定率、受給率、選好率、一人当たり給付費）の給付費増加に対する寄与度を検証している。近年における給付の増加は、先行研究で指摘されている
ように必ずしも認定率だけでは説明できず、選好率など、複数の要素によることが確認されている。
第2報告者の齊藤准教授からは、「Do local tax rate hikes trigger tax competition？Evidence Form local corporate tax reform”（With
Haruaki Hirota and Hideo Yunoue）」というテーマで報告いただいた。地方法人課税のなかで法人住民税均等割に着目し、自治体による超過課税を
めぐる租税競争についての分析であった。第一段階として空間計量経済学モデルを用いた自治体の政策反応関数の推定から、税率設定における相互
依存関係の存在を確認している。第2段階として、相互依存関係のメカニズムと因果関係について、DIDやイベントスタディというアプローチを用い
て接近している。第3段階として、課税ベースの流動性に着目し、自地域や近隣地域で税率が高まった時に、企業規模や従業員数といった課税ベース
がどのように変化するのか分析している。自地域で超過課税がなされると小規模事業所の撤退や縮小が懸念される。さらに第4段階として、租税競争
が社会厚生に与える影響として地価の変動に着目し、租税競争が地価を高める可能性がある点も示された。

①邵　学峰　氏（吉林大学経済学院副院長・教授）
②唐　成　研究員（中央大学経済学部教授）
③武赫　氏（吉林大学経済学院准教授）
④张虎　氏（吉林大学経済学院主任、講師）

30名

テーマ1.本報告では、出生率低下と高齢化が進む中国の現状を示したうえで、経済成長の鈍化、財政負担の増加、格差の拡大などの負の影響を明ら
かにしました。また政府は「一人っ子」政策の見直しや高齢化対策、AI・ロボットの導入など様々な対策を講じているものの、その効果は限定的
で、人口問題解決に向けた更なる取り組みが求められていることが必要と指摘した。

テーマ2.本研究では、「日本家計パネル調査」を用いて、子供の数と家計貯蓄率の間に有意な負の相関があることを明らかにした。また、男の子が
いる世帯や在学年、世帯所得、単身世帯などの間に異質性が存在することも示したうえで、少子高齢化と家計貯蓄率の低下という課題を解決するた
めの政策提言を行っている。

テーマ3.近年、中国ではネット人気都市の台頭とそれに伴う中国人の消費スタイルの変革が顕著になっている。本報告では、ネット人気8都市の特徴
を捉えたうえで、ネット人気都市がもたらす消費スタイルの変化を分析し、これらの変化が文化観光の消費アップグレードを後押ししていることを
示唆している。

テーマ4.本報告では、まず円安の現状を示したうえで、なぜ円安が急速に進んでいるのかについて、その背景を米金利の上昇、日米経済成長率の格
差、地政学的リスクなどの側面から分析している。そのうえで、日本の金融政策の転換や米国経済の減速などにより円高傾向に転じていくことを示
唆している。

公開研究会

現代政策研究会

なし

10名

テンポラリーショックの一つと考えられる戦争は、特定の集団や地域で男女の不均衡を大きくさせ、経済発展の経路を変えることがある。しかし、
市場経済には強力な復元力があるため、この考え方には曖昧さがある。
今回の報告では、第二次世界大戦中の日本陸軍が採用した郷土連隊制によって、出征した若い男性の損失が特定の地域の特定の集団に集中したこと
を利用して、戦後の都道府県毎の男女バランスに影響し、それが産業構造にどのような影響を与えたかに関して実証分析を行った。
その結果、男女比の低下は、量的には限定的ではあるが、工業化の鈍化をもたらした可能性があることが観察された。ただしその影響は、高度成長
期の前半までは続くものの、高度成長期の後半になると消えていた。このことは、戦争で損失した人的資本の戦後経済発展に与える影響は一時的で
限定的なものであり、経済の復元力が力強いものであったことを物語っている。

公開研究会

中国政治経済研究部会

国際経済研究部会

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

①中国の人口問題：現状、影響及び対応
②子供の数が日本の家計貯蓄率に与える影響
③ネット人気都市が文化観光の消費アップグレードを後押し
④ドル・円為替レートの動向、要因分析と今後の見通し

①邵　学峰　氏（吉林大学経済学院副院長・教授）
②唐　成　研究員（中央大学経済学部教授）
③武赫　氏（吉林大学経済学院准教授）
④张虎　氏（吉林大学経済学院主任、講師）

30名

テーマ1.本報告では、出生率低下と高齢化が進む中国の現状を示したうえで、経済成長の鈍化、財政負担の増加、格差の拡大などの負の影響を明ら
かにしました。また政府は「一人っ子」政策の見直しや高齢化対策、AI・ロボットの導入など様々な対策を講じているものの、その効果は限定的
で、人口問題解決に向けた更なる取り組みが求められていることが必要と指摘した。

テーマ2.本研究では、「日本家計パネル調査」を用いて、子供の数と家計貯蓄率の間に有意な負の相関があることを明らかにした。また、男の子が
いる世帯や在学年、世帯所得、単身世帯などの間に異質性が存在することも示したうえで、少子高齢化と家計貯蓄率の低下という課題を解決するた
めの政策提言を行っている。

テーマ3.近年、中国ではネット人気都市の台頭とそれに伴う中国人の消費スタイルの変革が顕著になっている。本報告では、ネット人気8都市の特徴
を捉えたうえで、ネット人気都市がもたらす消費スタイルの変化を分析し、これらの変化が文化観光の消費アップグレードを後押ししていることを
示唆している。

テーマ4.本報告では、まず円安の現状を示したうえで、なぜ円安が急速に進んでいるのかについて、その背景を米金利の上昇、日米経済成長率の格
差、地政学的リスクなどの側面から分析している。そのうえで、日本の金融政策の転換や米国経済の減速などにより円高傾向に転じていくことを示
唆している。

多摩キャンパス 2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Webex)

グローバルサプライチェーン(SC)の経済分析---価格・品質競争の下でのSCの役割

楊　川 研究員（中央大学国際経営学部准教授）

①Daisuke Nakamura　研究員（Department of Global Management, Chuo University　 Professor）
②Jesús López Rodríguez　氏（Department of Economics, University of A Coruña　 Professor）

6名

第１報告では、地域の高度化に向けた、空間政策のあり方についての分析が展開された。地域の高度化によって、企業誘致上そして地域定住人口増
のための施策として、地域の魅力度を高めていく観点での議論がなされた。本報告では、地域の家計及び企業の利得を高めていくためには地域外部
性が一定の役割を担い、地域外部性を効果的に機能させていくための企業行動と家計行動がモデルにより示された。特に、域内の労働市場の流動性
と柔軟性が、地域外部性を高め、高まった地域外部性がさらに企業の生産性を高めていくシナリオが展開された。
第２報告は、スペインにおける法人税の政策が海外直接投資による集積経済に与える影響について分析したものであった。前半部は、NEG (New
Economic Geography) をベースとしたベースに、ゲーム理論の枠組みとシミュレーション解析を施された。後半部は実証分析がなされ、スペインの
データを用いて、前半部での考察の正当性について地域の社会厚生の点も含めた精緻な検証がなされた。フロアからは、課税優遇が企業誘致に優位
に働く一方、地域の社会厚生に充てられる財源が制約を受けるトレードオフをどう政策当局者として捉えていくのかなど、今後の議論の拡張を期待
したいとのコメントなどがあった。
　両報告にはいくつもの共通項があることから、金融論、組織経営論、地域経済学、地域科学を専門とするフロア参加者も含め、共同研究を視野に
今後交流機会を高めていくこととなった。

110名

日本人口学会

①マルサス人口論はいかに受容されたか：「マルサス生誕150年記念講演会」（1916年）に着目して
②高田保馬の人口論
③戦前戦中期日本の人口・社会政策論
④戦後日本における人口論の形成：南・市原両教授のマルサス人口論に対する所論を手掛かりにして

①吉野　浩司 氏（鎮西学院大学教授）
②牧野　邦昭 氏（慶應義塾大学教授）
③杉田　菜穂 氏（大阪公立大学教授）
④柳田　芳伸 氏（長崎県立大学名誉教授）

人口・労働・社会保障研究部会

公開研究会

中央大学後楽園キャンパス6409教室

中央大学多摩キャンパスFOREST GATEWAY CHUO　F602教室

公開研究会

国際経済研究部会

なし

中国経済と習近平政権の現状と行方

津上　俊哉　氏（津上工作室代表・日本国際問題研究所客員研究員）

30名

津上俊哉氏には2013年に「中国台頭の終焉」というテーマで本研究会において報告していただいた（同じタイトルの著書刊行の直後）。当時は、中
国が2030年代初めにも米国をGDP規模で抜き世界一位になるとの予想が一般的だったが、「その日は来ない」と実証データを元に予想した。質疑応答
で参加者からは批判も出たが、その後世界の大勢は同じ見解に傾いた。
今回は、第1に、中国経済成長の軌跡。2000年代、2010年代、2020年代の比較。
第2に、中国の不動産不況の深刻化とそれをめぐる経済状況、複雑な中国政府の政策対応などの分析。政府の施策は破産させない方式で借換融資を行
うが、実際は破綻した不動産会社を助け、働かない社員に給料を支払っているようなもの、津上推計ではGDP3％、年間4兆元に達する。多くのゾンビ
企業が救済されていて、事実上「お上」と富裕層の救済であり、中国経済の健康を蝕んでいる。不動産不況は近い将来大破綻の可能性もある。
　第3に、ミクロ経済の明るさ。中国の強みは科学技術で、年々の理工系学生数は155万人（米国42万人）。IT,EV、半導体、太陽光・風力発電、量子
コンピューター、宇宙など先端部門で強い。米国は最先端半導体で対中国の輸出を規制するが、中国の強みはレガシー半導体であり、2030年には世
界生産の半分を担う。よって、西側の保護主義はレガシー半導体の不足を生み出す可能性もある。西側の保護主義に対抗して中国はASEANなどグロー
バルサウスへ伸びる。
　第4に、中国政治情勢。習近平独裁説は単純すぎる。民衆多数の「暗黙のマジョリティ」の影響力も考慮する必要がある。台湾有事などにもこの
「マジョリティ」の動きが大きく影響する。
　講演後17時30分まで約50分にわたり、プロフェッショナルな内容の質疑応答が活発に行われた。大学教授クラスの出席も多く、また民間シンクタ
ンク研究者、中国研究者やジャーナリストなど幅広い出席者とQ&Aが続き、予定時間を30分超過した。

経済研究所
公開研究会等の記録 2024年度

制度・戦略・組織の理論の潮流

咲川　孝 研究員（中央大学国際経営学部教授）

8名

なし

制度・戦略・組織の理論の潮流（仮題）を叢書のタイトルとしてどうかと議論をした。その上で、咲川より、書物のフレームワークが提示され、既
存研究のレビューが紹介された。
　執筆者と担当の章は、以下の枠組みで決定をされる。
１　制度（市場と組織、ガバナンス、ビジネスシステム、法律、規則．．．）
２　戦略（競争戦略．．．．）
３　組織（人的資源管理、組織文化．．．．）
　参加者には、以下の日程にて、原稿の準備をするように伝えた。
原稿の提出期限：令和7年3月31日
出版期限：令和8年3月31日

①Analysis on advanced spatial system as an attractive host region for firms and residential wellbeing
②Agglomeration economies, business tax rates and public spending: The case of Spain

現代企業制度研究部会

人口・労働・社会保障研究部会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

なし

保育所等の整備が出生率に与える影響

宇南山　卓 氏（京都大学教授）

12名

アベノミクスでの保育所整備によって、潜在的定員率は 2010 → 2020 で約 13%上昇した。このことは、 毎年 3 兆円の支出増をもたらした。この
結果、1%の潜在的保育所定員率の上昇は、結婚確率 0.046%させる。このことは、アベノミクスによる整備で 0.6%程度結婚確率の上昇をもたらした
ことを意味する。また、生涯未婚率を 5%程度低下させ、特に、比較的若年の高学歴女性に特に大きな影響があった。このことは、TFR を0.09上昇さ
せ、出生数にして 5-10 万人程度を意味する。
これらの結果から、保育所でカバーできる両立可能性が原因の少子化要因は解消できるものの、
保育所以外での少子化対策の効果は未知である。一方、2020 年には結婚後の子供の数の減少をもたらしている点には注意が必要である。

なし

空間システム研究会

オンライン会議システム(Webex)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室2･オンライン会議システム(Webex)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室１･オンライン会議システム(Webex)

68名

10名

中国経済を専門とする４人の専門家にご講演いただきました。今回の研究会テーマは，中国に限定したものではありますが，銀行システムと財政支
出の側面で独特な様相を持つ中国の金融系経済についての理解は，貨幣システムの国際比較の上でとても有効です。
　第１報告では中国の独特な人口構成が今後2070年までの経済運営に対する財政支出の見通しについて報告されました。
　第２報告では，中国の銀行システムについて，大変詳細な解説を含んだご講演をいただきました。中国の銀行システムは，日本の銀行システムと
は異なり，戦後初期にはモノバンク（中央銀行と市中銀行の区別がない状態）であったため，現在の現代的な銀行システムに進化する過程につい
て，その対応を詳細にご解説いただきました。
　第３報告では，中国の不動産価格の変動について，地域別のデータを用いながら，いわゆるバブルが崩壊しない理由についてご解説いただきまし
た。その中でも，地方財政と貨幣システムとの関りについての私見も興味深く，充実の資料とともに説得力あるご講演をいただきました。
　第４報告では，中国の公的債務問題について，詳細なデータとともにご解説いただきました。特に，公的部門の資金調達プラットフォームについ
ては教科書等に出てこない内容であり，公的債務，特に地方政府の債務と金融機関との関りについて，金融支援の観点からの課題をご講演いただき
ました。
　上記４報告により，公的債務の残高と貨幣残高の推移についての論点が明らかになり，公的債務残高を貨幣残高とする危険な考え方についての多
くの示唆をえることができました。
　本研究会では，ＭＭＴの理論的再検討や中央銀行貨幣のデジタル化について研究を進めており，今回の研究会で得られた知見や情報を活用するこ
とが期待されます。
　以上，研究会の実施報告とさせていただきます。みなさまのご支援に感謝いたします。

①小原　篤次 氏（長崎県立大学国際社会学部准教授）
②岡嵜　久実子 氏（キヤノングローバル戦略研究所研究主幹）
③柴田　聡 氏（株式会社地域経済活性化支援機構常務取締役）
④神宮　健 氏（野村総合研究所金融デジタルビジネスリサーチ部シニアエコノミスト）

バンバン教授より、以下の項目につき、基調講演をされた。
Overview of Indonesia and its Cosmetic
Industry
 • The Growth of Cosmetic Industry
 ◆ The Rise of E-Commerce
 ◆ The Rise of Competitiveness and Consumer Demand
 ◆ The Rise of halal-certified products
 • Identifying Challenges and Risks
• SWOT Analysis & Conclusion
バンバン教授はマンダムの社外取締役を務めた。マンダムはインドネシアで非常に成功している日本の化粧品会社である。特に「ギャツビー」ブラ
ンドの男性用整髪料が人気で、インドネシアのヘアスタイリング市場で約70％のシェアを占めている。マンダムは1969年にインドネシアに進出し、
現地の生活者に合わせた商品開発を行っている。例えば、バイク文化が浸透しているため、ヘルメットをかぶっても髪が崩れないような整髪料を提
供している。さらに、インドネシア国内だけでなく、アジア全体の市場を見据えた生産体制を整えており、現地の需要に応じた商品を供給してい
る。
また、講演では日本の税金から成り立っている援助金がインドネシアできちんと利用されていること。インドネシアの首都としてジャカルタには日
本の援助金から作られた魚市場があること。日本のマグロの３割はこの魚市場からといわれた。また、日本の大学生のフィールドワーク、バリ島で
の環境保全に役に立つマングローブ植林も解説した。フィールドワークでは住民の家にもホームステイの体験もさせ、習慣も違い、考え方も違うと
いうところを実体験させているという。

なし

①中国の低成長と人口減少について：国際比較で
②中国の銀行制度改革と監督制度の変化
③中国不動産市場と財政金融システム～中国経済はなぜ崩壊しないのか？～
④中国の地方政府債務問題

金融システム研究会

なし

経済社会分析における女性の位相：思想史の知見から

山尾　忠弘 氏（大阪経済大学講師）

3名

大阪経済大学の山尾忠弘氏を招いて、対面形式での公開研究会を開催した。約60分の報告の後、質疑応答を行った。質疑応答では、フロアとの活発
な議論が行われた。
　本報告では、主としてデイヴィッド・ヒュームからウィリアム・トンプソンに至る思想史の中で、商業社会における女性の位相について報告し
た。当該報告では、分業と商業社会の成立の原因を、従来言われてきたように、人間に本来的に備わる「交換性向」に単純に求めるのではなく、そ
れに先立つものとして「協業（Co-operation）」を挙げる。その上で、アダム・スミスの『国富論』にもそのような視点を見出しながら、それがウ
ルストンクラフトやトンプソンへと継承・発展していく様が描き出された。そこでは、特に、最初期の社会的分業が女性によって担われていたこと
に注目することで、分業と商業社会の成立には女性が非常に重要な役割を果たしていることが明らかにされた。
この報告に対して、フロアからは、資本主義経済における「自由」と「競争」の関係や、「自由」と「財産」の問題に関するトンプソンからJ.S.ミ
ルへの展開などについて、詳細な質疑応答が交わされた。

中央大学茗荷谷キャンパス3階3E03教室

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

人口・労働・社会保障研究部会

公開研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4･オンライン会議システム(Webex)

①は、1916年2月13日に京都で開催された「マルサス生誕150年記念講演会および図書展示会」に関する記録の検討を通じて、T.R.マルサスおよび彼
が始めた人口学的研究が日本にどのように導入され、どのようにして定着していったのかを再考した。この講演会は、精緻な経済学史的研究であ
り、『人口論』の発表当時の状況や、論争、あるいは各版の違いなどを細かく読み解いた、経済学史的な意義があった。また当時の最新の統計、情
報、研究動向を把握しており、新マルサス主義、あるいは1910年代当時の、世界の人口変動の動向について、敏感に反応したものといえる。とりわ
け、経済発展にともなう人口減少、農村から都市への人口集中などが注目されており、現在の経済人口学の関心につながるものである。
②は、戦前の日本を代表する理論社会学者及び経済学者であった高田保馬の人口論について検討した。高田は商品の過剰をなくし経済成長を引き起
こすためには人口増加が不可欠であると考えており、現在のマクロ経済学の新古典派の経済成長理論に通じるものがある。その一方で人口増加が生
存資料によって制約されることも認め、「生産力×分配係数＝階級人口×生活標準」という独自の人口方程式を提示した。そして「人口増加圧力が
経済発展を促進する」と主張し、当時の「過剰人口が日本経済の停滞の原因である」という支配的な考えを批判した。また高田は人口に関する理論
的研究だけでなく実証的な研究も行い、利益社会化の進んだ「近代的大都会」では富者の出生率がより低いことを示し、出生率の階層格差の研究の
先駆けをなした。
③は、20世紀前期の人口・社会政策論を検討したものであり、その当時、出生・死亡・移動に関する多様で複雑な政策課題について、人口と経済社
会の総合的研究の重要性が認識され、経済学、社会学、医学、生物学など、様々な分野の学者が多くの学問分野と接点を持つ厚みのあるものとなっ
たという状況があった。戦前の日本における人口論は、よりよい＜生＞から成るよりよい＜社会＞を追求したゴルトン（優生学）、リチャーズ（優
境学）、スペンサー（社会進化論）たちがリードした人口の質をめぐる政策論議が盛んな国際的潮流の強い影響を受けて形成された。社会の内実や
人々の生活の実態への関心が人口と経済社会の総合的研究の重要性の認識と人口に関する科学としての人口学の発展を基礎づけた人口問題の時代で
あったと考えられる。
④は、我国の経済学部において、名実共に最初に人口論の講義を担当した南亮三郎（中央大学）と市原亮平（関西大学）によるマルサス人口論に関
する逸し難い学績を中心として辿りながら、両氏がどのような人口論、あるいは人口学の構築を企図しようとしていたのか、その大筋を明らかに
し、そこに残されている課題を抽出・呈示した。南のマルサス人口論研究の大元はほぼ戦前期に根を降ろしていたと目される。両氏の人口論を比較
照合すると、マルサス人口論に対する所論の根本的差異およびS.クーンツの『人口理論と経済的解釈』に対する賛否は対比的である。一方で、生命
の再生産論と計画生態（planned ecology）論、および両氏の政治算術派への熱き眼差しについては、奇しくも共通理解も隠見しているように思え
る。

公開研究会

国際戦略経営研究学会

国際経済研究部会

中国政治経済研究部会

現代企業制度研究部会

公開研究会

公開研究会

35名

今回の世界的なインフレ・ダイナミクスが、グローバルな要因（コロナ危機、エネルギー価格上昇、ウクライナ戦争、イスラエル＝ハマス戦争、米
中技術覇権競争の激化に伴うグローバル・サプライチェーンの再編と主要国の財政・金融政策の拡大）によって影響を受けていることを指摘し、世
界的な自然利子率の動向をレビューした。次いで、インフレ抑制に伴う世界的な利上げから利下げ局面への転換期における国際金融のリスクを浮き
彫りにした。さらに、自然利子率の計測に関する手法を詳しく説明し、自然利子率を計測した諸論文について論じた。その上で、この転換期におい
て例外的に利上げを模索する日本の金融政策の在り方を金利面、量的側面の両方から批判的に考察した。
講演者の岩田氏は『マイナス金利政策』(2016年）において自然利子率を軸に世界の金融情勢を解説し、その後も一貫してその問題を追及してきた。
『マイナス金利政策』は自然利子率がマイナスとなった2010年代半ばの分析で優れていた。今回は世界の自然利子率がプラスになる中での先進諸国
の金利政策についての議論であった。日銀の久々の利上げが株価の大幅下落と上昇のダイナミックな動きの中での講演であった。世界的なインフレ
と国際金融のリスクとの関わりで日本の金融政策を2000年代にさかのぼって考察した今回の講演は、出席者に自然利子率概念をはじめとして有益な
示唆を与えるものであった。
　講演は16時50分まで続き、その後30分わたり、プロフェッショナルな内容の質疑応答が活発に行われた。大学教授・准教授クラスの出席も多く、
また民間シンクタンク研究者やジャーナリストなど幅広い出席者とQ&Aが続き、17時20分に終了した。

The Growth and Challenges of Indonesia's Cosmetics Industry

Bambang Rudyanto 氏（和光大学経済経営学部教授）

①中国の人口問題：現状、影響及び対応
②子供の数が日本の家計貯蓄率に与える影響
③ネット人気都市が文化観光の消費アップグレードを後押し
④ドル・円為替レートの動向、要因分析と今後の見通し

なし

5名

楊川氏より、「グローバルサプライチェーン(SC)の経済分析---価格・品質競争の下でのSCの役割」というテーマで発表していただいた。
本研究は、現時点では具体的なモデル化に至る前の予備的な調査の段階にあるとしながら、サプライチェーンという広範な現象に対して、経済学——
とりわけ新制度派経済学——でどのように説明されてきたのかをサーベイした。そこからは、サプライチェーンはアセンブラが主導で組織される協調
性、頑健性と競争促進機能を内包するダイナミックなシステムであるとの暫定的な結論が得られたが、具体的な数理モデルの構築はこれから行うと
いうことであった。
発表後は関連する他の文献や本テーマに関するアイデア等々に関して幅広い質問・議論がなされた。また、今後の展望に関して具体的な提案も会場
内からあり、非常に刺激的で有意義な研究会となった。

公開研究会

人口・労働・社会保障研究部会

日本の労働市場におけるタスク分析の可能性-転職と賃金の関係を中心に-

勇上　和史 氏（神戸大学大学院経済学研究科教授）

9名

本報告の目的は，第1に，労働活動の単位（タスク）と人材のスキルの関係を検証すること，第2に，転職において，前職と現職のタスクの類似性が
賃金面で不利を受けにくい条件になっていることを示すことである。第1の分析については，企業外部の顧客に対応するタスクや創造的なタスクは、
一般的な（しかしタスク特殊的な）スキルであること，組織内の人間関係に関わるタスクは，当該組織内部での勤続と人事異動を通じて蓄積される
企業特殊的スキルが重要であることが示唆された。第2の分析では，専門職・技術職は，他の職業に比べてタスクが近い仕事に転職する傾向があるこ
と，特に会社都合離職では，経験年数が長いほど，タスクが近い仕事に転職する傾向があること，そして，個人が遂行するタスクで見た場合に，転
職前後のタスク距離が近いほど，賃金が上昇する（or 賃金低下が抑制される）傾向があることが確認された。

なし

The Consequences of Hometown Regiment — What Happened in Hometown When the Soldiers NeverReturned?

神林　龍 氏（武蔵野大学経済学部教授）

社会会計研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会

公開研究会



主　催

共　催

日　時 2024年11月14日(木) 10:50～12:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年11月18日(月) 14:00～15:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年11月21日(木) 13:00～17:15

場　所

テーマ

報告者

参加人数

主　催

共　催

日　時 2024年11月28日(木) 15:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年11月29日(金) 16:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年12月14日(土) 15:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年12月15日(日) 15:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

主　催

共　催

日　時 2024年12月18日(水) 14:00～15:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2024年12月21日(土) 15:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年1月10日(金) 15:00～18:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

石黒　裕太郎 氏（日本マイクロソフト　Chief Industry Technology Lead）

南山大学経済学部の寳多康弘氏、American University–School of International Service准教授、立命館大学国際関係学部交換教員のClaire
Brunel氏を招いて、公開研究会を開催した。今回は科研費基盤研究(C)課題「日本の酪農業生産性向上について」との共催研究会として開催した。
寳多氏の報告は、貿易を行う際の相互承認協定に関する理論研究であった。相互承認とは、輸出企業が輸出国と輸入国どちらかの製品適合性を満た
せば輸出が可能となる制度で、EU域内を中心に締結されている協定である。相互承認を結ぶことで、輸出者は自国の適合性を満たせば相手国に輸出
できることになる。したがって、相互承認は非関税障壁を低下させる協定と言える。寳多氏の研究は、相互承認地域がどういった条件のもとでその
地域の国々にとって最適な選択肢となるのか、その条件を明らかにしている。
　Brunel氏の報告は、女性の労働市場参加がイノベーション（特許の数）に与える影響に関する実証研究であった。分析の対象は米国である。女性
が労働市場に参加することで、男性とは異なる視点が職場で共有される結果、男性中心の職場からは出てこなかった発想に基づくイノベーションが
生まれると予想される。Brunel氏の研究では、第二次大戦時に男性が徴兵され、不足した労働力を埋めるために女性が労働市場に参入したエビソー
ドに注目して、女性の参入前後で特許数が増大したことを示した。つまり、女性の労働市場参加がイノベーションを生み出すことを明らかにした。
　当日は報告者二人以外に、オフライン、オンラインあわせて三人の参加があった。小規模な研究会ではあったが、非常に活発な議論が交わされ
た。国際交流の観点からも大変有意義な研究会となった。

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Webex)

①Educational inequalities in self-rated health and their mediators in late adulthood: comparison of China and Japan
②Demographic Transition and Economics Development in China
③Modeling Economic Gain from Health Promoting Policies: Evidence from Smoke-Free Legislation
④Technical progress, employment structure change and employment growth
⑤Demographic change, structure change and wage inequality
⑥Parenthood and the gender wage gap in urban China

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Webex)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4・オンライン会議システム(Webex)

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Zoom)

思想史研究会

人口・労働・社会保障研究部会

国際経済研究部会

中央大学後楽園キャンパス6409室

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1・オンライン会議システム(Webex)

公開研究会

情報環境研究部会

なし

①農業・農業教育とICT
　Part1：酪農とICT利用について
　Part2：附属農場におけるICT導入や共同利用拠点実習の取組
②モンゴルにおける酪農の動向：2024.11.2-5に実施したモンゴルでの調査結果の紹介
③放牧中の牛の行動分析について
④モンゴルライフサイエンス大学における酪農研究について
　モンゴルライフサイエンス大学の活動概要と海外との連携
⑤モンゴルライフサイエンス大学で開発している酪農支援システムについて
⑥馬の放牧とミルク品質の関連について

①長尾　慶和 氏(宇都宮大学 農学部教授・附属農場長)
②長尾　慶和 氏(宇都宮大学 農学部教授・附属農場長)、伊藤　篤 研究員（経済学部教授）
③伊藤　篤 研究員（経済学部教授）
④ Prof.Ariunbold Turtogtohk （モンゴルライフサイエンス大学教授）
⑤Prof.Munkhtuya Dooliokhu（モンゴルライフサイエンス大学准教授）
⑥Prof.Ganbaatar Onontuul（モンゴルライフサイエンス大学准教授）

15名

(1)長尾　慶和 氏から、酪農とICT利用、宇都宮大学附属農場におけるICT導入や共同利用拠点実習の取組について報告があった。
(2) また、モンゴルにおける酪農の動向として、2024.11.2-5に実施したモンゴルでの調査結果の報告があった。
(3)伊藤　篤 研究員から、宇都宮大学と共同で実施している「AIを利用した放牧中の牛の行動分析技術」について報告があり、Vision Transformer
を利用することで、牛の行動の微妙な差異を検出できることが示された。
(4) Ariunbold Turtogtohk 先生から、モンゴルにおける酪農の重要性、それを支援するモンゴルライフサイエンス大学の活動について報告があっ
た。
(5)Munkhtuya Dooliokhu先生から、モンゴルライフサイエンス大学で開発している酪農支援システムについて報告があった。また、このシステムを
ベースとした今後の共同研究についての提案があった。
(6)Ganbaatar Onontuul先生から、馬の放牧、馬のミルク利用、また、モンゴルの食文化についての報告があった。

本多利明の経済思想─経済政策論にみるその特徴─

宮田　純 客員研究員（帝京大学経済学部教授）

4名

客員研究員である宮田純氏が本多利明の経済思想について報告した。ハイブリッド形式で行い、参加者は対面が報告者を含め3名、オンラインでの参
加が1名であった。
報告者は、徳川時代後期の経済政策論者である本多利明（1743-1821）の経済思想を、その変遷過程を追うことによって体系化することを試みる。一
般に本多の経済思想は、もっぱら対外交易論に着目して、彼が「交易」の必要性導く論理が説明され、「国内生産力の開発をとかく捨象しがち」で
あるという彼の限界を指摘する意見もあるが、これまで十分に読み解かれることがなかった『自然治道之弁』(1795)での「自然治道」を起点として
彼の思想の展開の過程をたどることが重要である。
　『自然治道之弁』では、三つの社会経済問題（全国的傾向としての国内生産力低下と物資需給問題、国内社会秩序の混乱問題、ロシア南下情勢に
もとづく蝦夷地問題）を端緒として、それに対する処方が模索され、為政者主導の政策の重要性を示唆する「自然治道」という政策理念が論じられ
る。それを補完する国内開発論が、『西薇事情』(1795)、『河道』(1800)、『長器論』(1801)において局地的な問題への対応策として展開される。
彼が提起した国内開発に主眼をおいた政策により日本国「豊穣」化は完結するはずだが、過度の人口増加が予測されることなどから、対処不全とな
る可能性に対する対応策が必要となる。そうした将来の予見による発展的政策案として、『西域物語』(1798)、『経世秘策』(1798)等において対外
交易の必要性が予見され、その考えが『交易論』(1801)、『経済放談』(1801〜)に発展的に継承されていく。
　こうした段階的理解を踏まえれば、利明の経済政策思想は『自然治道之弁』で提起された国内開発を基調としながら展開されていったと位置づけ
ることができる。

中央大学経済学部

AIにおけるソフトウェアテック企業の経営戦略と製造業に与えるインパクト

中央大学多摩キャンパス8号館8205教室・オンライン会議システム(Webex)

増価蓄積経済研究会

①小塩　隆士 氏（一橋大学経済研究所特任教授）
②Yang DU 氏（Professor, Director of IPLE-CASS)
③Duo XU 氏（Assistant Professor, IPLE-CASS)
④Yonggang Feng 氏（Assistant Professor, IPLE-CASS)
⑤Chao MA 氏（Assistant Professor, IPLE-CASS)
⑥馬　欣欣 氏（法政大学経済学部教授）

30名

公開研究会

公開研究会

概　要

中央大学「地域づくり研究会」公開シンポジウム（プログラム）
「東京のこれから、西多摩はどうする！」
主　催：中央大学経済研究所
1.日時　2024年12月15日（日）　午後3時～5時（受付:２時４５分～ロビー）
2.場所　S&Dたまぐーセンター（青梅市文化交流センター）４F会議室C/D
　　　　（東京都青梅市上町３７４＜JR青梅駅から徒歩５分＞）
3.講演　「共通論題～東京のこれから、西多摩はどうする！」
　総合司会：大平晃司（中央大学客員研究員、元都庁部長）
　　　主催者あいさつ～佐々木信夫（中央大学名誉教授）
講演1「日本政治の課題、石破政権、そして地方創生はどうなる」
　　　　今堀守通（産経新聞社編集局・編集長）
講演2「2024東京の選挙・データ分析と多摩の動向を読む」
　　　　野澤高一（中央大学客員研究員、世論調査会社社長）
講演3「地域再生～東京西多摩の可能性：観光、ビジネス、自然の豊かさ」
　　　　佐々木信夫（中央大学名誉教授、法学博士）
閉会のあいさつ～清水洋邦（中央大学客員研究員）
（シンポ実行委員会～佐々木信夫、大勢待利明、清水洋邦、成田浩、大平晃司、松尾紀子）

――――――――――以下、総括講演（第3番手）の一部から抜粋―――――――――――――
みなさん、奥多摩を含め、この西多摩地域と軽井沢を比較したことがありますか？　東京駅から軽井沢まで新幹線で90分、高速道で３時間かかりま
す。他方、例えば青梅でいうと、都心から青梅特快で７０分、年が明けると今度２階建てグリーン車が2両連結されるようになり、特急列車・ロマン
スカーに乗っているような気分を味わえそうです。コストで比較すると、軽井沢まで新幹線、往復グリーン席で17000円。青梅まで特快・グリーン席
で往復4420円　　ざっと４分の１のコストです。
　都心から50kmほどの距離。東西に多摩川が流れ、面積は約100㎢、東京都の４分の1を占め、その6割を森林が占める緑豊かな地域です。どう見て
も、これから売り出すのに有利な地域でしょう。それに気づいて観光なり、オフィスなり、滞在型リゾートなり、自然散策なりを売りにできるかど
うか。
この広大な地域に人口40万人、4市3町1村がこれまでのようにバラバラに活動していてはその良さが出ない。4市3町1村があたかも１つの広域圏、観
光圏としてまとまって連携活動を始めれば、圏央道もあり首都圏のオアシスになる。西多摩連携中枢都市圏の形成。そうすれば“軽井沢に勝て
る！”それが結論です。西多摩が首都圏のオアシスになる、そうした時代が来ます。
　以上、終わり（笑）でもよいのですが、時間内で少し解説しましょう。

野崎　道哉 氏（岐阜協立大学教授）

6名

公開研究会

公開研究会

公開研究会

130名

日本マイクロソフトの石黒客員研究員より、AIにおけるソフトウェアテック企業の経営戦略と製造業に与えるインパクトについてご報告をいただい
た。
具体的には、ソフトウェアテック企業とソフトウェアプラットフォームビジネス、ソフトウェアテック企業のAI戦略を支える先進半導体企業、自動
車業界におけるソフトウェアがもたらす影響、先進自動車企業におけるソフトウェアにおけるビジネス戦略、日本の製造業がとるべき今後の戦略に
ついての報告がマイクロソフトでのご自身のビジネスのご体験も含めて、報告された。
本研究会は中央大学経済学部の経営学の講義の中で行われた。聴衆の大半は経済学部の学生であり、学生の質問はマナバのレスポンで行った。学生
からは半導体業界に関する質問や日本のものづくり産業の競争力低下の要因などが質問された。また石黒客員研究員のユニークなキャリア形成に関
しても質問が出た。

通常の研究会と違い、報告内容はAIの実用性、応用性に関して学生でもわかりやすい構成となっており、大変な盛況の中で行われたことを記してお
きたい。

なし

科研費基盤研究（C）課題「日本の酪農業生産性向上について」

①Multilateral versus Regional Mutual Recognition
②What Drives Innovation? The Role of Women's Labor Force Participation

①寳多 康弘 氏（南山大学経済学部教授）
②Claire Brunel 氏（American University–School of International Service准教授、立命館大学国際関係学部交換教員）

5名

なし

日本における高等学校無償化に対する考察

李　慧慧 氏（武蔵大学助教）

4名

本稿は、教育無償化が家計に与える影響を考察する。特に、所得制限以上で無償化対象外となった家計の行動に焦点を当てる。分析では、2010年に
施行された「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」（高校無償化法）による高校無償化と2014年「高
等学校等就学支援金の支給に関する法律」による所得制限導入を自然実験として利用し、「全国家計構造調査（旧全国消費実態調査）」の個票デー
タを用いて、所得制限対象世帯と無償化対象世帯への無償化の効果をそれぞれ推計した。分析に先立ち、「子どもの学習費調査」で学習費全体の推
移を概観すると、授業料については、2010・2014年に無償化と所得制限導入の影響が明らかに確認できた。しかし、補助学習費については、2010年
以後に学習塾費の上昇が認められるが、急激な変化は示されなかった。また、「全国消費実態調査」データで示される無償化制限対象家計は収入や
消費傾向は高校生のいる世帯の平均値を上回るが、それ以外については家計の明確な特徴は示されなかった。
　推計では、2010年の高校無償化を外生的な自然実験として捉え、DIDモデルの枠組みを用いた。更に、所得制限以上の家計については、2014年の所
得制限が高校1年生のみに適用されたことを利用してDID推計を行った。推計の結果、年収350（一人勤労）、400（二人勤労）万円以上の家計は全
て、高校無償化により教材・補習費を上昇させることが示された。即ち、所得制限にかかる家計においても、高校無償化政策は、有意に教材・補習
費を上昇させる。ここから、実際の便益が大きくない家計にとっても、無償化政策は子育て支援として機能していることが示唆される。教育費負担
の軽減と言う面では、所得制限撤廃は意味を持つ。しかし一方で、全面無償化により教育格差が親の経済背景を通じてよりいっそう広がる可能性も
示唆される。

人口・労働・社会保障研究部会

ポスト・ケインズ派経済学研究会

The Interaction of Fiscal and Monetary Policies in the Open Macroeconomic Model

日本経済政策学会関東部会、公共選択学会

哲学と経済学から解く世代間問題

地域づくり研究会

野崎道哉氏の報告は、外国との取引を含む小国開放経済の変動相場制ケインジアン・マクロ経済動学モデルにおいて、どのような財政金融政策がマ
クロ経済を安定化させることができるかを、数学的に分析している。
なお、当初の予定では、野崎道哉氏のほかに、田端辰也氏(常葉大学助教)が「新古典派投資理論における投資の調整費用の意義について」という論
題で報告する予定であったが、田端氏が病気のいために出席できなくなったので、開始時間を当初予定されていた14時から15時に変更し、報告者は
野崎道哉氏のみになった。この公開研究会は、経済研究所研究員である浅田統一郎(経済学部教授)が所属する外部団体であるポスト・ケインズ派経
済学研究会と共催で開催され、参加者6人には、浅田統一郎が含まれる。

18名

研究会では、特に、理論的側面だけではなく、実験結果も含め、活発な議論が展開された。
なお、報告の内容は、以下のようにまとめられる。
1.世代間問題（世代間の利害対立）が問題化しているのは、近年の人間の力の増大に伴うものである。
2.世代間問題を解くには、新しい倫理が必要である。その基礎づけに際しては、現世代による将来世代への責務として定立する経路のほか、異なる
世代間に互恵性を 見出す経路がある。互恵性のなかでも、世界の存続に関する関心に基づく、公共的 互恵性に注目した。
3.サーベイを通じ、有力な道徳原理として、危害原則、世界の存続（公共的互恵性）、 間接互恵性を見出した。
4.公共的互恵性は、世代間協力を可能にするが、必ずしも十分なものではない。
5.世代間協力を促す方法論として、①基金化、②世代間交渉、③カントの定言命法、④ 熟議、⑤仮想将来世代との熟議によるものを提案し、検討し
た。
6.①基金化、②世代間交渉、③カントの定言命法は、将来世代を含め、将来に配慮した取り組みを永らく持続する際に有効な方法論であるが、現世
代の選好を手つかず のままにする限界がある。
7.    現世代の選好に働きかける方法論として、現世代のみによる熟議は必ずしも有効ではない。他方、仮想将来世代との熟議は有効である。
8.将来世代に配慮する社会制度の設計として、①民主主義の徹底（市民会議＋仮想 将来世代）、②自由主義の復活（少数派としての将来世代の保
護）の二つの方向性 を提示した。
9取り組むべき発展的論点として、異論の扱い、選好の変化の意味の一層の探求を挙げた。

なし

激動の世界と政策対応

神田　眞人 氏(内閣官房参与)

35名

世界の構造変容と政治経済情勢について、情報革命をベースとするテクノロジー革命により産業と国のパワーの移動、中間層の没落が大規模に生じ
て、内戦・革命・戦争の時代へと移行している、国際金融の常識が大転換しこれまでの法則が役に立たなくなっている、という基本認識を示した。
SNSなどの拡大が進み知識階層の社会的リーダーシップが失われ、民主主義の危機が生じている。これらの認識をベースに、各国経済情勢、マーケッ
トと金融政策、国際政策協調について論じた。
各国経済ではアメリカのトランプ政権の顔ぶれ、諸政策の予想を示し、減税・関税によるインフレの可能性、2025年の各地域の経済成長予想、経済
団体・労働団体の保守性による日本経済の投資不足と長期経済停滞（最低賃金は3000円に引き上げるべし）、円相場の下落と介入の意義、G20／OECD
のコーポレートガバナンスについては、自らの経験を踏まえて丁寧な説明がなされた。　講演は16時すぎまで。
その後約1時間にわたってフロアからの質問と、プロフェッショナルな内容の応答が活発に行われた。今回は出席者数が多かった。大学教授・准教
授、民間シンクタンク研究者やジャーナリストなど幅広い出席者から質問が提出された。現代資本主義をどう見るべきか、中国の景気状況をどう見
るべきか、円相場の変動に対する見方などの質問に対して、丁寧に回答がなされ、Q&Aは17時に終了した。
日本経済の見方など、報告者からの若干の問題提起については、出席者それぞれが持ち帰り、宿題として各自が回答を考えることにしようとの総括
が司会者から提起された。

西多摩広域政策シンポ実行委員会

東京のこれから、西多摩をどうする！
①日本政治の課題、石破政権、そして地方創生はどうなる
②２０２４東京の選挙・データ分析と多摩の動向を読む
③地域再生～東京西多摩の可能性：観光、ビジネス、自然の豊かさ

①今堀　守通 氏（産経新聞編集長）
②野澤　高一 客員研究員（世論調査会社社長）
③佐々木　信夫 客員研究員（中央大学名誉教授、法学博士）

25名

公開研究会

公開研究会

S&Dたまぐーセンター（青梅市文化交流センター）4FC･D合同研修室

概　要

This study compares educational inequalities in health and their mediating factors in late adulthood between China and Japan, using
data from two nationwide population-based surveys. Educational inequality in self-rated health (SRH) was assessed using the relative
index of inequality (RII) in education. We further examined the extent to which income, smoking, leisure-time physical activity, and
social participation mediated these inequalities. Our findings provide insights into the underlying mechanisms of health disparities
and highlight cross-national differences in the social determinants of health in aging populations.

1.Demographic Transition and Economics Development in China
This study explored that China has already completed the process of demographic changes as of 2000s while the very low birth rate has
been a challenge to development. Natural growth rates are -0.6‰ and -1.48‰ in 2022 and 2023 respectively. In the medium scenario,
the size of total population will be 1391 million in 2030, 1342 million in 2040, and 1271 in 2050. It states the effect of negative
population growth, and suggest that in addition to the impacts on economic development through the supply side brought about by
structural changes, the decline of total population would have direct impacts on total consumption. We should perform the population
and labor policies as well as social security policies to address the demographic transition in China.

2.Modeling Economic Gain from Health Promoting Policies: Evidence from Smoke-Free Legislation
The economic burden of chronic diseases is substantial and affects individuals, families, and society, which may significantly affect
economic growth. This study analyzes the health promoting policy on economic growth from macroeconomic and micro economic
perspectives.
Based on Bloom et al. (2020)’ model, this study conducts a macroeconomic model to calculate the economic burden of poor health.
Then, this study uses 2017 Revision of the "Shanghai Municipal Regulations on Smoking Control in Public Places" to calculate the
effectiveness of Shanghai's smoking ban policy. The empirical results demonstrates that a nationwide policy similar to Shanghai's
could prevent economic losses of 755.65 to 1409.66 billion yuan from 2017 to 2035,

3.Technical progress, employment structure change and employment growth
China’s economic growth slows down. China’s economic growth relies more on TFP and capital growth. This study conducts a model to
explore two effects of TFP on economic growth: substitution and growth effect. Using input-output data of 34 industries (without
agriculture and public administration) in 30 provinces from 1995 to 2020 and population census data from 2000 to 2020, it
investigates the two effects. The empirical results indicate that magnitude of growth effect is pronounced much more that
substitution effect, suggest the total effect of technology progress on employment is increasing the employment in China nationwide.

4.Demographic change, structure change and wage inequality
An older population leads to a change in consumption preference over goods and services given an age profile of consumption pattern,
which becomes a new driving force of structural change. Existing literature explains structural change mainly based on two
mechanisms: Baumol effect and Engel effect, which ignores the effects of demographic change. This study conducts a model to explore
the population aging effect on wage inequality from household consumption and firm production (e.g., innovation) perspectives. It
considers the differences by manufacturing and service industry sector, and differences by high- and low-skill premium. The empirical
results indicate that there are three channels through which population aging impacts wage inequality: consumption behavioral change,
labor allocation across sectors, automation adoption in
manufacturing sector.
Using data from the Chinese Household Income Project survey (2002 and 2018) and decomposition methods (Blinder-Oaxaca Cukrowska-
Torzewska and Lovasz, and Oaxaca and Choe method), this study first explored the influence of parenthood on the gender wage gap in
urban China from 2002 to 2018.
The findings showed that the gender gap expanded from 2002 to 2018. The data revealed a parenthood wage penalty in 2002 and a
parenthood wage premium in 2018. Moreover, the parenthood wage penalty was greater for women than for men and contributed to the
formation of the gender wage gap. The motherhood wage penalty, fatherhood wage premium, and gender wage gap in the childless group
contributed to the formation of the gender wage gap. From 2002 to 2018, the motherhood wage penalty decreased, whereas the fatherhood
wage premium increased. The results also indicate that the parenthood wage penalty was the greatest for the one-child mother group.
These empirical results suggest that to address the problem of declining in fertility rate and shortage in the labor force and
population aging in China, the government should implement not only population regulation policy reform but also labor policies that
reduce discrimination against married women who decide to have children.

Using data from the Chinese Household Income Project survey (2002 and 2018) and decomposition methods (Blinder-Oaxaca Cukrowska-
Torzewska and Lovasz, and Oaxaca and Choe method), this study first explored the influence of parenthood on the gender wage gap in
urban China from 2002 to 2018.
The findings showed that the gender gap expanded from 2002 to 2018. The data revealed a parenthood wage penalty in 2002 and a
parenthood wage premium in 2018. Moreover, the parenthood wage penalty was greater for women than for men and contributed to the
formation of the gender wage gap. The motherhood wage penalty, fatherhood wage premium, and gender wage gap in the childless group
contributed to the formation of the gender wage gap. From 2002 to 2018, the motherhood wage penalty decreased, whereas the fatherhood
wage premium increased. The results also indicate that the parenthood wage penalty was the greatest for the one-child mother group.
These empirical results suggest that to address the problem of declining in fertility rate and shortage in the labor force and
population aging in China, the government should implement not only population regulation policy reform but also labor policies that
reduce discrimination against married women who decide to have children.

公開研究会

公開研究会

経済政策研究部会

国際経済研究部会

オンライン会議システム(Webex)

非線形経済理論研究会

廣光　俊昭 氏（財務省　財務総合政策研究所客員研究員）



主　催

共　催

日　時 2025年1月11日(土) 13:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年2月7日(金) 15:10～19:10

場　所 中央大学後楽園キャンパス3階3310教室及びオンライン会議システム(Webex)のハイブリッド形式

テーマ

報告者

参加人数

主　催

共　催

日　時 2025年2月8日(土) 14:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年2月11日(火) 14:00～16:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

主　催

共　催

日　時 2025年2月14日(金) 10:00～11:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年2月21日(金) 10:00～11:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月1日(土) 14：30～17：30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月6日(木) 13:30～16:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月7日(金) 15:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月7日(金) 16:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月8日(土) 13:30～15:40

場　所

テーマ

報告者

参加人数

主　催

共　催

日　時 2025年3月12日(水) 13:30～17:00

場　所 中央大学茗荷谷キャンパスB1階B1C16教室及びオンライン会議システム(Webex)のハイブリッド形式

テーマ

報告者

参加人数

主　催

共　催

日　時 2025年3月13日(木) 15:00～16:50

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月13日(木) 15:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月15日(土) 15:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年3月28日(金) 10:00～12:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

オンライン会議システム(Webex)

中央大学茗荷谷キャンパス2階2E03教室・オンライン会議システム(Webex)

中央大学茗荷谷キャンパス3階3C04会議室

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

オンライン会議システム(Webex)

中央大学後楽園キャンパス6405教室

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

国際経済研究部会

アジア経済圏研究会

国際経済研究部会

フランス経済社会研究会

社会科学研究所「ジェンダーと政治、歴史、思想の交差点」幹事:鳴子　博子

5名

なし

2025SNAに向けて

中村 洋一 氏(法政大学名誉教授）

20名

都市住民は多様な生物と共存できるのか？

公開研究会

経済政策研究部会

日本経済政策学会関東部会、日本公共政策学会関西支部、金沢大学先端観光科学研究所

「交通の公共政策」
①日英比較による交通分野での新たな費用便益分析の検討
②道路の信頼性の便益評価

①後藤　孝夫 研究員（中央大学経済学部）
　第1司会：飯島　大邦 研究員（中央大学経済学部）
　第1報告討論：青木亮（東京経済大学）
②中山　晶一朗　氏（金沢大学）
　第２報告司会　南島　和久 氏（龍谷大学）
　第２報告討論　佐野　亘 氏（京都大学）
総合司会:小澤　太郎 氏（慶應義塾大学）

35名

日本経済政策学会、日本公共政策学会、金沢大学先端観光科学研究所、および中央大学経済研究所の交流によって、多様なアプローチによる政策考
察を実現させる。今回は交通をめぐる政策に焦点をあてたい。抽象的政策論議にととまらず個別具体的な政策論につなげることを目指す。

・第1報告者　後藤孝夫（中央大学）
報告タイトル「日英比較による交通分野での新たな費用便益分析の検討」
報告要旨：フランスの土木技術者ジュール・デュピュイによって提唱された費用便益分析（CBA）は，現在の交通分野での事業評価に欠かせない評価
手法の1つである。しかし，CBAに関する経済学的な研究が蓄積されていく中で，諸外国ではCBAの改善点が数多く指摘されるようになった。そこで，
本報告では，Wider Economic Impactsなど，経済学の観点から提起された論点を実際の政策評価へ積極的に導入しているイギリスの事例を比較対象
として，現在見直しが進められている日本の交通事業におけるCBAの課題と新たなCBAの方向性について検討する。より具体的には，先行研究で議論
されているCBAの諸課題のうち，①便益の範囲と②事後分析の重要性という2つの論点を対象として，改善の方向性について報告する。
・第1報告司会　飯島大邦（中央大学）
・第1報告討論　青木亮（東京経済大学）

・第2報告者　中山晶一朗（金沢大学）
報告タイトル「道路の信頼性の便益評価」
報告要旨：日常生活や社会経済活動を行う上で移動が派生的に発生し，それを担う道路の役割は非常に大きい．単に目的へ速く到達できるだけでは
なく，確実に到達できることも重要で，道路の信頼性には経済的な価値がある．道路の信頼性には，遅れずに到着できるというような所要時間の信
頼性と災害時等で道路の途絶等が発生して目的へ到達できないということを避けるという信頼性がある．前者は日常生活や日々の社会経済活動を行
う上で重要である一方，後者は災害時など非日常時に重要である．道路の信頼性の計測指標にはどのようなものがあるのか，どのように計測・評価
すればよ いのか，また，前者の所要時間信頼性を中心に どのように便益評価すればよいのかなどについて報告する．
・第2報告司会　南島和久（龍谷大学）
・第2報告討論　佐野亘（京都大学）
総合司会　小澤太郎（慶應義塾大学）

公開研究会

国民生活問題研究会

なし

戦後失対事業と江口英一の失対調査研究の意義－江口失対調査を中心に-

白井　邦彦 氏（青山学院大学教授）

概　要

国民生活問題研究会では、貧困研究において大きな業績を残した江口英一が、1968年に本学に赴任して以降主導して行った社会調査研究を主な分析
対象として、各調査の課題設定や調査手法、調査で得られた知見を現代的視点で評価することを目的に2024年度から研究プロジェクトを開始してい
る。本公開研究会は14時に開会し、会の趣旨説明ののち、青山学院大学の白井邦彦氏から80分のご報告をいただいた。主な内容は、江口英一が中心
となった、戦後の「失業対策事業」（失業者に就業の機会を与えることを主たる目的として、労働大臣が樹立する計画等に従って、国自ら又は国庫
の補助により地方公共団体等が実施する事業。以下「失対」と略記））に従事する労働者に関する調査の成果について整理・検討するものである。
報告のポイントは以下のとおりである。
　まず、戦後失対労働者を対象とした調査は、1955年に東大社研が淀屋橋周辺の日雇労働者の実態を対象にした調査が最初のもので、氏原正治郎な
ど東大社研の労働研究のメンバーが本格的に取り組んだものであった。続いて1963年に東大社研が関わって実施された調査では、東大専任のスタッ
フなしで調査が実施されている。失対事業を打ち切る方向で議論が進む中、70年代以降は、江口英一が中心となって全日自労の協力のものと調査が
行われることになる。1970年に労働省が「日雇い労働者雇用奨励制度」（就職支度の上積み制度）を打ち出し、失対事業の新規就労が打ち切られる
中で、72年に特例措置により「自立」したとされた者の半年後の就労生活実態が調査された。その後、81年には71年の「自立者」全員について10年
後の状況を調査している。さらに、79年、89年には当時の失対労働者（「留保者」）の現状把握を目的とした調査に取り組まれている。まとめとし
て、71年に失対流入が完全に廃止され(事実上は６３年だが)、その後の調査は失対事業の廃止に対して、実態を明らかにし、「その問題点を明確に
する」というきわめて実践的なものになっていく。白井氏は、「日本の貧困・貧困直前層の実態を解明した貴重な調査」と評価するが、他方で労働
研究のメインストリームではそのような評価がなされておらず、失業したら雇用保険のみ、という現状の社会保障の課題とも関連させて議論を深め
る必要がある、とされた。
白井氏のご報告の後、7分の休憩ののちに質疑応答の時間を持った。質疑応答では、吉村準研究員から二点の質問があった。報告中に述べられた「失
対事業の研究を労働研究のメインストリームで行うことが困難になったのではないか」という評価について、失対事業の廃止をめぐって、研究者の
スタンスが分かれたことについて、具体的に評価がどの点でわかれたのかについてであった。白井氏の回答としては、当時の政府は失対以外の雇用
政策をとるべきだというスタンスであり、当時の労働研究の領域でも、貧困生活問題研究はマージナルなものに過ぎない、と位置付けられっていっ
た過程について説明があった。
　続いて、81年調査について、実際に調査に参加していた松丸研究員から当時の状況について共有があった。71年以降とられた「就職支度の上積み
制度」で25万円が失対労働者に支払われたという点について、当時の25万円は現代の価値に換算すれば大きかったといえるが、「自立」につながっ
たのかというと十分ではなかったという結論になったという解説があった。その理由は、当時の失対事業は福祉就労という意味だけではなく、社会
的孤立への支援という意味合いが大きかったという。人間関係も生活の一つであり、それも「自立」の一つの大きな要素であったという。失対労働
者の労働組合である全日自労では、「世話役活動」が組合の中心的な活動として位置づけられていた。失対の入り口がシャットアウトされた71年以
降も、「世話役」を中心に全日自労は「元失対労働者」と交流を続けていたことが、10年後の81年調査が可能となる条件であった。
　最後に、鷲谷客員研究員より、吉村準研究員の質問に関連したコメントがあった。

公開研究会

概　要

2025.3.12公開研究会は、高橋和則著『エドマンド・バークの国制論』の合評会である。著者は本学法学部兼任講師・社会科学研究所「ジェンダーと
政治、歴史、思想の交差点」チーム所属の客員研究員である。以下は当日のタイムテーブルであり、若干の時間延長はあったものの、おおよそタイ
ムテーブルにそって行われた。今回の合評会は、報告者の人選(分野・世代を考慮)から当日の司会・進行まで経済学、経済思想史研究者の中澤信彦
氏の尽力によるところが大きい。中澤氏に感謝申し上げる。
13:30-13:35　開会挨拶:著者紹介と合評会開催までの経緯（鳴子）　5分
13:35-13:40　合評会の趣旨説明（中澤）　5分
13:40-13:50　著者による簡単な内容説明（高橋）　10分
13:50-14:10　コメント1（土井）　20分
14:10-14:30　コメント2（苅谷）　20分
14:30-14:50　コメント3（貫）　20分
14:50-15:00　休憩
15:00-15:30　著者からのリプライ（高橋）　10分×3=30分
15:30-16:25　フロアとの質疑応答　55分
16:25-16:30　まとめ・閉会挨拶（中澤・濱岡）　5分

最初に著者から本書の簡単な内容説明が行われ、まず、本書において、当時の言説環境の中でバークが実際に何を言いたかったのかを国制の観点か
ら分析すること、それにより、バークはイギリスの国制を神聖視しているといった解釈を見直す目的を持つことを示し、次いで、初期バークの国制
理解、アメリカ独立をめぐる国制論、フランス革命をめぐる国制論の三章からなる本書の各章のポイントを説明した。(1章では、バークはマ
シュー・ヘイル型のコモン・ロー思想と文明化論を組み合わせた議論を展開、 2章では、いずれもアメリカ独立擁護派だったプライス、ペイン、
バークの国制への態度の違いを分析、3章では、フランス革命に対する三者の態度の違いの分析に加えて、バークの国制論をシィエスとの憲法制定権
力論などとの対比も行った。)
コメント1の土井美徳氏は政治学・法学(憲法)研究者である。土井氏は、バークがロックの自然状態・社会契約の観念よりも、ホッブズの自然状態・
社会契約の観念に近いという帰結を導いている点に本書の独創性を認め、ポーコックにはない新たなアスペクトを切り開いていると評価する。その
うえで、大きく二つに分けて著者に問題を提起した。一つ目は、「コモン・ロー思想」の理解をめぐって、「コモン・ロー思想」という表現と括り
方の妥当性、クックは17世紀前半のコモン・ロー思想の典型と見ることができるのか、初期の「歴史法学」的アプローチと後期の「時効の国制」論
との関係性をどう見るか、バークとヘイル、セルデンとの距離・影響、コモン・ローヤーと差異化されるバークの思想的種差、バークの汎ヨーロッ
パ的モーメント(反革命戦争における「正当かつ必要な戦争」)の連続性を問うた。二つ目は、プライス、シィエスとの論争に関連して、バークはフ
ランス革命に看取される獰猛さへの懸念を表明しており、本書の「自然状態と暴政ないし専制への接近」、フランス革命の事態を「自然状態化が始
まっている」との指摘、ホッブズ的な自然状態=戦争状態のリアリズムをバークが危機意識として共有していたとの指摘に関心を向けたうえで、バー
クが対抗的な「社会契約」の観念をあえて論じた意図を著者に問うた。最後に本書執筆の際に著者が進めたバーク研究における方法論上の設定を尋
ねた。
コメント2の苅谷千尋氏は政治学・政治思想史の研究者である。苅谷氏は本書をバーク研究にとどまらない広範囲の研究者の関心を誘う研究書であ
り、議員になる前後の一貫性問題とアメリカ革命とフランス革命の対応の相違を説得的に説明してバーク研究史へ貢献していること、国制言説の歴
史的コンテクストと制約を明らかにしバーク国制論をアップデートして政治思想史に貢献していることを評価する。そのうえで、①アメリカ革命が
国制理解に与えた影響、②バークのcivil soceityが文脈により訳し分けられていること、市民社会・政治社会・文明社会の定義・要件は何か、③
バークのconstitutionにかかわるテクスト選択(本書は主に『省察』に依拠、他のテクストとの関係)の問題、④同意・契約の政治哲学的含意という4
つの論点を著者に問うた。
コメント3の貫龍太氏は経済思想史、近代イギリス史の研究者である。貫氏は本書の意義として、バーク以外の思想家に紙幅を割くことでバーク国制
論を当時の論争構造に位置づけ、多面的な角度から評価したこと、その副産物として、仏語文献も利用してシィエスを中心とするフランスの国制論
争が整理され、バーク思想の背景理解に有用であることを挙げる。そのうえで、本書が乗り越えようとしているバーク解釈は何か、バークが国制の
形式論から離れ、国制の精神とは何か、国制とは何かという本質論に向かわざるを得なかったと著者が捉えた意味を問うた。また、本書はバーク思
想の「宗教性」の重要性を相対的に低く見積もり、検討対象から排除する傾向があると指摘する。そこから、半沢孝麿の解釈(歴史の動因としての
「神意」)をどのように解釈するのか、聖職者の教会財産を擁護する『省察』の記述をどう考えるのか、バークの社会契約論の解釈について、著者の
見解を求めた。さらに、本書はほぼイングランド国内、アメリカ植民地内で完結する「一国モデル」を論じ、イングランド中心主義的な「バークの
国制論」を前提としているとして、帝国・複合国家問題に対する著者の姿勢を問うた。最後に、本書は「バークの政治思想を国制の観点から分析す
る」理論研究と自己規定しているが、人物研究への意欲も見て取れると貫氏は述べ、著者の自己規定は貫徹されているのかと問うてコメントを終え
た。
その後、休憩をはさんで、著者からの三者へのリプライがなされ、フロアとの質疑応答に移った。質疑応答では、同意理論の広がり、中間団体と国
制、バークのヘイル受容、声・意見、ユダヤ人=豚批判、習俗・趣味、文体論、ホッブズ自然状態・戦争状態論のみならずルソー自然状態・戦争状態
論のバークへの影響など、多岐にわたる論点で活発な意見交換が続いた。

公開研究会

空間システム研究会

空間システム研究会

オンライン会議システム(Webex)

オンライン会議システム(Zoom)

アジア経済圏研究会

空間システム研究会

なし

なし

社会会計研究会

なし

金融システム研究会

公開研究会

公開研究会

中央大学「社会会計研究会」の主催にて，公開研究会を開催した。中村洋一 氏（法政大学名誉教授）によって、「２０２５ＳＮＡに向けて」という
テーマで、途中に適時質疑応答を挟みながら報告があった。質疑応答を含め2時間の予定であったが、議論が盛り上がり1時間の延長があった。具体
的には、別紙のように、国連による２０２５年のＳＮＡ（国民経済計算体系）の改訂にあたって、主要議題となった①グローバル化、②デジタル
化、そして、③自然資源の取扱いを中心とする持続可能性について報告があった。実際にＳＮＡの改訂で盛込まれた事項もあれば、議論はされたも
のの事情があって改訂が見送られた事項もあるが、国連を中心とする改訂の現場で、実際にどのような議論があったのかを含め詳細な報告があっ
た。

なし

都心回帰についての研究―少子高齢化に伴う世帯規模減少との関係の理論モデルの分析と東京圏の実証分析―

坂西　明子 客員研究員（立命館大学政策科学部教授）

4名

空間システム研究会では、地域特性に応じた立地について検証を重ねているが、本報告では、単身世帯あるいは少子世帯の増加が都市集積を加速さ
せるという現象について解明がなされた。本考察においては、アロンゾモデルを援用した家計空間経済効用関数を設計し、東京圏の統計データを用
いて実証分析が精緻になされた。仮説としては、世帯の人数が少ないほど広い居住区間を必要とせず、その結果地価が高い中心地を求めていくとい
うものである。参加者が、労働経済、空間経済、都市政策を専門とする研究者であったことから、報告中に随時質疑応答や提案が随時なされた。労
働経済からは賃金と立地選好の関係について、空間経済からは都市化不経済と世帯構成の関係性について、都市政策からは世代重複モデルとの関連
性について有益なコメントを受けた。さらに、これまでの関連領域で議論されていない点として、子どもを持つ・持たない個々の選好に関する定式
化が一切なされていない指摘がなされた。そして、その選好には、時代により異なる社会背景、市場経済への依存度、福祉の観点からのサポートと
いった要因が影響するのではないかといった議論がなされた。また、中心地を選好する家計と、非中心地を選好する家計の具体的な境界線につい
て、今後の分析を期待したいとのコメントもあった。この点については、報告者が得意とするGISを用いた実証研究などへの拡張性が示された。本公
開研究会における議論を踏まえ、今後研究会では引き続き、企業だけでなく家計の立地意思決定に重点を置くこととした。

オンライン会議システム(Webex)

沼田　真也 氏（東京都立大学都市環境学部教授）

4名

本公開研究会では、都市・地域の経済発展とともに考慮しなくてはならない生物多様性について、都市マスタープラン改定懇談会メンバーなどを生
態学者として務めておられる沼田氏よりご講演いただいた。生物多様性条約という国際的取決めの制定された背景から解説がなされた。地域課題へ
の関連づけとしては、４つの要因である、生息地、里山、外来生物・化学物質、気候変動が詳細にわたり議論された。併せて、現在国内で用いられ
ている生物多様性への取組に対する指数のあり方についても独自の見解が示された。後半部においては、地域の実情を勘案した上での、都市住民と
多様な生物との共存について、都市住民の生物多様性に対する理解の深度や心理的解釈が都市政策指針にネガティブの影響を与えている点が議論さ
れた。同時に、都市・地域経済の発展に際し、何を優先的に取り扱うのかによって、様々な着地点に至りうることが示された。こうした点について
は、経済学的視点からも、関連する教育の高度化によって、社会資本が増大し、社会厚生がより向上していくプロセスとの一致性がディスカッショ
ンにより確かめられた。本講演により様々な観点から議論がなされ、今後、近隣自治体、特に多摩市との地域発展に関する検討会などへの援用を研
究会メンバーとともに進めていくこととなった。

10名

第1報告では，坂田・栗原研究員による共同報告として，統計調査環境の悪化に関してWeb調査データを用いた結果報告がなされた。第2報告の西村研
究員による報告は，ローリングセンサスへ移行したフランス人口センサスのミクロデータを用いて移動分析を試みた結果報告が行われた。

公開研究会

①統計調査環境の現況－Web調査データによる検証
②フランスの人口センサス・ミクロデータによる移動分析

概　要

2025.2.7公開研究会は、2024年7月に論創社から『ドイツ路面電車ルネサンス―思想史と交通政策』を刊行された著者・田村伊知朗氏(北海道教育大
学名誉教授)を迎え、「ドイツ路面電車ルネサンスの生成根拠―近代思想史と都市交通政策」をテーマに田村氏が自著を語る形式で報告いただいた。
そして中央大学経済学部教授の後藤孝夫氏(交通経済学・公益事業論)には、討論者として議論に加わっていただいた。本研究会は、社会科学研究所
「ジェンダーと政治、歴史、思想の交差点」（鳴子博子幹事）チーム主催、経済研究所「思想史研究会」共催で実施した。
報告者の田村氏は、対面参加者にはレジュメ原稿25枚と書評3点(『週刊読書人』『神奈川新聞』『都政新報』の書評)を配布され、オンライン参加者
には、オンライン配布用「ドイツ路面電車ルネサンスの生成根拠」と「書評一覧」を電子配布のうえ、80分間の報告をされた。報告の概略は以下の
通りである。
はじめに、近年、一般化している「自著を語る」という形式の説明があり、「１　本書の研究方法論――統合科学的方法論」では、本研究が、数学
的方法論と物理学的方法論から無縁であり、統合科学的方法論に依拠していること、このような近代思想史的方法論を用いることによって、ドイツ
路面電車ルネサンスの全体的形象を表現しようとしていること、その目的は、新たな理論枠組における全体性へと、様々な学問分野において結論づ
けられた内容を統合しようとすることにある点が語られた。「２　本書の限定性――ドイツという限定性」では、本書がその研究対象を一つの国、
ドイツに限定している点が強調された。「３　ドイツ路面電車ルネサンスの間接的根拠――後期近代の普遍的な社会現象」において、本書は、後期
近代の普遍的な社会現象として都市構造の変容に対する批判（第4章）と都市環境問題の悪化に対する批判（第5章）を挙げているが、前者を路面電
車ルネサンスにとってより重要であると考えている。路面電車ルネサンスを考察する際、都市空間の限りなき拡大とそれによる交通、とりわけ動力
化された個人交通の増大、これに対する反措定としての交通縮減の思想こそが、このルネサンスを思想史的に基礎づけているからである、とその理
由が語られた。「４　ドイツ路面電車ルネサンスの直接的根拠――（その1）都市住民の意識構造の変容」では、公共交通の復権の根拠が、西ドイツ
の特殊な歴史的現実態において再検討されねばならないこと、自動車の個人的所有の有無は、1950～1960年代において市民の個人的幸福を測る尺度
の一つであったが、自動車は、1970～1980年代においてありふれた汎用品的な消費財へと下落したことが論じられた。「５　ドイツ路面電車ルネサ
ンスの直接的根拠――（その2）都市交通政策の変容」では路面電車と地下鉄とを比較することによって、路面電車が都市交通政策において優先され
たこと、建設コスト、営業コスト、利用者の利便性そして都市構造という観点から、路面電車の意義が後期近代において再認識されたことが語られ
た。旅客近距離公共交通における二つの交通手段(路面電車と地下鉄)の競合という表層的現象の背後には、路面電車と動力化された個人交通の競合
が、その本質として横たわっている点が指摘された。「６　本書の叙述方法――ドイツ語要約の添付」では、巻末に40頁を超えるドイツ語要約を添
付したのは、ドイツ語圏研究史において本書を意義づけるためであるとの所為が語られた。最後に「７　おわりに」では、本書はドイツ路面電車ル
ネサンスの理論編であり、この理論研究の土台になった事例研究(ハレ市とベルリン州における路面電車の延伸計画の実現過程と挫折過程に関する考
察)は『ドイツ路面電車ルネサンスの栄光と挫折――ハレとベルリン（仮題）』として近日公刊予定であることがアナウンスされて報告が締め括られ
た。
以上の報告後、討論者の後藤氏は20分間、コメントと質問を示された。後藤氏は、本書の意義を、第一に、経済学や工学で確立された研究方法論に
よって覆いつくされてきた交通学に対して、経験諸科学において集合化され、精緻化された経験的素材を統合し、そこから全体性を抽出する統合科
学の重要性をフェルトハオス等に依拠して強調していること、第二にドイツの路面電車を対象とした研究であり、ドイツ語要約も付されているこ
と、各時代を支配していた思想についても精緻に描写している点にあることを指摘した。そのうえで、①統合科学としての交通学とはどのようなも
のか②都市構造の変容によって産出された交通縮減(自動車依存からの脱却)の思想をどう評価すべきか③公共性をどう定義するかという3点、中でも
①②を中心に質問が出された。
続いて、田村氏に、後藤氏への質問①②に対してリプライしていただき、休憩をはさんでフロアとの質疑応答に移った。オンライン参加者(遠藤氏・
玉井氏)・対面参加者(亀井氏・竹内氏・濱岡氏など)から、ナチズムの交通政策、ゲルマニア構想、路面電車ルネサンスが起きない多くの地域の原
因・理由、旅客交通の役割、交通縮減の思想(ローカルな知とグローバルな知の対話、専門知と素人の知との関係)、素人の知の担い手は政治家だけ
なのか、当事者=住民の知はどう位置づけられるか、など多岐にわたる質問が出された。
 ところで、公開研究会の終了は予定の1時間遅れとなった(*)。当日、函館から陸路上京された報告者の到着が、新幹線のトラブル(故障)による大幅
遅延のため、遅れたからである。しかし、対面・オンライン参加者の理解・協力のおかげで、報告、討論、質疑応答にマイナスの影響は回避され、
参加者との間で活発な質疑応答の時間も確保できた。報告者の報告も討論者の質問も、深い専門研究に裏打ちされた内容であったが、参加者との間
でさまざまな意見交換ができたのは、公共交通の未来と都市構造の変容の問題領域が、一部の専門家に限定された問題領域なのではなく、広く開か
れた問題でもあるからだろう。

①坂田　幸繁 研究員(中央大学経済学部教授)/栗原　由紀子 客員研究員(立命館大経済学部教授)
②西村　善博 客員研究員(大分大学名誉教授)

15名

オンライン会議システム(Zoom)

社会経済ミクロデータ研究会

経済統計学会東北・関東支部

社会科学研究所「ジェンダーと政治、歴史、思想の交差点」幹事:鳴子　博子

ドイツ路面電車ルネサンスの生成根拠―近代思想史と都市交通政策
(自著を語る『ドイツ路面電車ルネサンス―思想史と交通政策』(論創社、2024年))

5名

宮本悟研究員より、「『異次元の少子化対策』における児童手当改革の財源問題―フランスの歴史と現状から学ぶ―」と題する今日的な社会保障問
題の解説がなされた。報告内容は、①岸田政権による児童手当改革 ―特異な財源調達方式、②国会審議における「有識者」の見解 ―子ども・子育
て支援金は社会保険料か―、③雇主拠出による財源調達を重視するフランス家族給付財源 ―歴史と現状―、という3部構成であった。岸田政権によ
る「異次元の少子化対策」の政策効果を批判的に分析され、とりわけその財源の非論理性を明らかにした上で、フランス家族手当の諸経験を活かす
よう提言されていた。オンライン開催の特性を享受して名古屋から参加された客員研究員も含めて活発な質疑応答が展開され、有意義な研究会と
なった。

①土井　美徳 氏（創価大学法学部教授）
②苅谷　千尋 氏（金沢大学高大接続コア・センター特任助教）
③貫　龍太 氏（京都大学大学院経済学研究科ジュニアリサーチャー）
リプライ:高橋　和則 客員研究員（法学部兼任講師）
司会:中澤　信彦 氏（関西大学経済学部教授）

21名

マッキンリー的帝国時代を狙うトランプ政権ーその野望と実現可能性

公開講演会

公開研究会

公開研究会

12名

公開研究会

なし

The Rise and Fall of Shadow Banking in China

Hui　Feng　氏（Griffith University准教授）

経済研究所「思想史研究会」幹事: 濱岡　剛・「地域づくり研究会」幹事: 松八重　泰輔

合評会『エドマンド・バークの国制論』高橋和則著(法政大学出版局、2024年)

公開研究会

概　要

報告者1（佐々木信夫）：東京都の2023年の合計特殊出生率は0.99と1.0を切っており、全国平均1.20をはるかに下回る。ここに若い女性が吸い込ま
れれば吸い込まれるほど、日本全体の出生率は下がる。これをブラックホールと名づけ、１０年前から「地方創生」の根拠にしてきた。
一向に事態が改善しない中で、少子化に悩む地方の知事らはこぞってその対策に手を上げ政府に要望している。それに逆なでするような都知事の発
言が出た。「東京一極集中が日本の少子化を招いている」という以前から定説のように言われていることは、ある種、被害妄想、宗教みたいなもの
で科学的根拠が乏しいと認識を示す。これは、わが国がいま行っている地方創生策を真っ向から否定する形となる。この小池対地方の知事らの発言
を、単なる「見解の相違」と看過してよいかどうか。もっと本質的な議論の掘り下げが必要ではないか。というのが、今回の研究報告に至った経
緯。
結論的に言うと、合計特殊出生率の計算式は若い人々の流出入の激しい地域（大都市）では分母が大きくなるので、実際の出生率より低くなる傾向
が強い。その点、小池理論は正しいが、しかし、1都3県（東京圏）でみると確実に日本の平均を下回る。つまり東京圏一極集中は少子化の要因であ
る、というのは科学的根拠に合う。この東京圏一極集中の解消策を本格的に講じない限り、日本の少子化は止まらない（勿論、少子化要因は多岐に
及ぶが）。日本フリーパス構想、地方主権改革、廃県置州改革の3大改革を一体として行うことで一極集中が解消できる、というのが結論。

報告者2（野澤高一）：第50回衆議院議員総選挙（以下、第50回衆院選または今回）の小選挙区の投票率は53.85％であった。前回の第49回衆院選
（または前回）は55.93％で、今回の投票率は前回より2.08ポイント低下した。
第50回衆院選は、2020年の国勢調査の結果を反映した区割り変更に伴い、選挙区の境界が変更された選挙である。区割り変更により、人口減少した
県で選挙区が削減され境界が変更された。人口増加した都県で選挙区が増加し境界が変更された。
経済の活性化には投票率の向上が重要であり、そのためにも選挙制度改革を進め、政党間の政策論争を促す必要がある。何よりも、有権者が政策、
公約で選択ができる環境を整えることが重要である。民意が反映される公職選挙法、政治システムの整備は、国民の期待に応えるものでなければな
らない。
第50回衆院選は区割り変更に伴い選挙区の境界が変わったので、前回と今回の得票数1位・2位の顔ぶれを自治体レベルで比較・分析する必要がある
のではないのか。これまで、いわゆる“選挙の風”は、新人同士の争いの方が吹きやすいとされる。今後も、衆院選の小選挙区の区割りは10年に一
度実施されることから、今回の選挙区と基礎自治体の関係、そして有権者の選択の変化を分析することが必要ではないかと考えました。
また、選挙区数は変わらなかった県でも、一票の格差を是正するための調整や、人口変動に対応するため、境界が変更されたところもあった。その
結果、選挙区名は前回と同じでも、有権者にとっては前回とは異なる候補者同士が争う選挙戦となった選挙区もあり、現職として立候補したとして
も新人同士が争うように見えた選挙区もあった。
今回の区割り変更では、289の選挙区のうち、140選挙区（48.4%）で境界が変更された。また、選挙区の境界をもつエリアは1,996に分けられた。
（世田谷区など「第5区」と「第6区」など自治体内に複数の選挙区があるところがあり、それぞれ独立したエリアとしてカウントするため、エリア
数は自治体数より多くなる。）
第50回衆院選において、第49回衆院選と1位・2位の候補者がすべて（４人とも）異なるエリアを『Aグループ』、第49回衆院選と1位・2位の候補者が
同じ組み合わせのエリアを『Bグループ』と定義する。Aグループは、全1,996エリアのうち150エリアであった。Bグループは、全1,996エリアのうち
680エリアであった。
Aグループ150エリアの有権者総計の投票率は54.78%で全国の有権者の平均投票率の53.85%より0.93ポイント高かった。Aグループ150エリアの投票率
の平均は58.23％で、全国平均投票率53.85%より4.38ポイント高かった。Bグループ680エリアの有権者総計の投票率は54.37%で全国の有権者の平均投
票率の53.85%より0.52ポイント高かった。Bグループ680エリアの投票率の平均は58.81％で、全国平均投票率53.85%より4.96ポイント高かった。
1,996エリアを対象とした分析から、選挙区の境界変更が行われた地域においては投票率が高まる傾向が確認された。この現象は、境界変更に伴い、
従来型の『地盤・看板・カバン』に代表される既存勢力への依存度が弱まり、有権者が新たな判断基準を用いて候補者を選択したためと考えられ
る。特に、現職の有力候補者が不在となった地域では、有権者が候補者個人の実績や地域内での人間関係に依拠せず、政党のイメージや掲げられた
政策内容に基づいて投票行動を決定した可能性が高い。こうした「しがらみのない候補者同士」による競争環境では、従来型の地域密着型選挙から
政策本位型の選挙へと争点が移行し、有権者が政党や候補者の政策的方向性をより明確に意識する状況が生まれたといえる。

７名

本報告は、中国のシャドーバンキングの生成、発展、そして衰退の過程を分析したものである。シャドーバンキングとは、公式な金融規制の枠外で
行われる信用仲介を指し、中国では規制当局の管理外で行われるすべての信用活動を指す。本報告では、まず中国の金融市場の構造を概観し、国有
銀行（五大銀行）、株式制銀行、都市商業銀行、農村信用協同組合、非銀行金融機関（信託会社、リース会社、インターネット金融サービスな
ど）、政策銀行、外国銀行の役割を整理する。
次に、2008年の金融危機（GFC）以前の中国の銀行・金融システムの状況を説明し、中国人民銀行による金融改革、銀行法の整備、国有銀行と国有企
業の癒着、高い不良債権比率、銀行規制の改革などに言及する。GFC後の経済刺激策（GDPの15％に相当する約5,900億米ドル）がシャドーバンキング
拡大の契機となり、銀行や非銀行金融機関（NBFI）が規制回避の手段として活用し、資産管理商品（WMP）や地方政府融資プラットフォーム
（LGFV）、不動産開発業者などへの資金供給が拡大した。
しかし、シャドーバンキングの成長は金融リスクを高め、金融政策の歪みや地方政府の過剰債務を招いた。習近平政権下では国家の統制が強化さ
れ、国有企業の影響力が増すとともに、シャドーバンキングの規模縮小が進んだ。特に、地方政府債務の監査や特別国債の発行などを通じて財政健
全化が図られたものの、地方政府の資金需要や中央政府の救済策によるモラルハザードは依然として残り、シャドーバンキングは完全には消滅せ
ず、中国経済の成長モデルの一部として存続している。
報告後は約50分にわたり、活発な質疑応答が行われた。主な質問として、中国のシャドーバンキングと米国の違い、シャドーバンキングの規模縮小
が進む中での民間企業や地方政府の資金調達手段の変化などが挙げられた。これらの問いに対し、丁寧な回答がなされ、Q&Aセッションは16時50分に
終了した。

生産機能が一極集中することのリスク（東日本大震災，タイの洪水，リーマン・ショック，サイバー攻撃など）がサプライチェーンの「急所
(chokepoint)」となる。したがって，ハイリスク・カントリー（自然災害が多い国，地政学的リスクが高い国など）に対するサプライチェーンの地
理的集中度・依存度を計測し，集中リスクや脆弱性を特定しておく必要がある。
　集中することにリスクとしては，ある最終製品が特定国を源泉とする付加価値を大量に含んでいるという「量ベースの集中リスク」と，その製品
のサプライチェーン上に特定国の産業部門が頻繁に登場するという「頻度ベースの集中リスク」の２つがある。
　量ベースの集中リスクは，付加価値貿易（Trade in value-added, TiVA）で捉えることができ，頻度ベースの集中リスクは，通過頻度（Pass-
through Frequency, PTF）指標で捉えることができる。このPTF指標は，サプライチェーンの経路上に，ハイリスク・カントリーの特定部門が登場す
る回数を，全ての経路について加重平均したものであり，先日OECD（経済協力開発機構）の公式統計として採用・公開された。今回の公開研究会で
は，同指標の共同開発者の１人である猪俣氏より，その詳細な説明がなされた。

安田　佐和子 氏（株式会社ストリート・インサイツ代表取締役）

35名

2025年1月に就任したトランプ政権が次々に打ち出す関税政策や帝国主義型の政策について、世界の議論が沸騰している。諸政策の背後にある本質を
どう見るべきか、今後の展開をどのように予測すべきか、これらは現時点のジャーナリズムをはじめ学界や実業界の注目を集めている。
安田氏は日本のシンクタンク勤務を経ておよそ10年間にわたりアメリカ現地の経済社会に関する調査研究に従事し、帰国後国内シンクタンクの勤務
を経てストリート・インサイツを起こし代表取締役となった。毎日膨大なアメリカ情報を整理・解読・発信している。本年3月もアメリカ出張で情報
収集・整理に従事した。本研究会は、そのアメリカ内在的でフレッシュな情報と分析に期待して講師を依頼した。パワポ資料による講演内容は概説
以下の通り。
トランプ大統領は19世紀末から20世紀初頭にマッキンリー関税で有名なマッキンリー大統領をモデルにアメリカ製造業と安全保障の再生をはかって
いる。したがって、アイスランドの併合など帝国主義的な行動が諸政策のベースとなっている。帝国主義大国の中国・ロシアとの間で世界を抑え込
んでいく欲求が強い。関税政策、AIをベースの第4次産業政策主導の路線を打ち出している。しかし、トランプ政権には5つの党派が観察され、その
力関係によって政策が動く可能性がある。宝光社はベッセント財務長官の路線を重視していて、延期利上げ要求に言及した。
トランプ政権の関税政策により、株価が下がり、インフレが強まり、経済成長率が低下するスタグフレーションの傾向が現れているが、先行きは不
明である。またトランプ政権がそれにどう対応するかは、現時点でははっきりしないが、一時的なリセッションは起きても関税を中軸とするアメリ
カ製造業（および安全保障）強化の路線は変わらない可能性がある。
トランプ政権が排除を決めている移民問題については、ニューヨークの市民生活の荒廃などでも実感でき、アメリカの大都市における重大問題に
なっていると実例を示して説明した。
Q&Aは約30分、トランプ政策の性格、トランプ関税によるインフレと不況の可能性、トランプ政策の展望などについて、活発な質疑応答を行った。

なし

本公開研究会では、都市からの人口流出が長期的に地域経済にどう影響するかを分析したものである。特に、本報告においては、地域間連携や地域
住民満足度の観点からの公共財の供給力と都市の最適規模について、Braid (2010) モデルをベースとした理論的解明が試みられた。理論モデルは、
複数の近接した地域間において公共財を融通し合う設定で、いくつかのシナリオを用いて検証したものである。空間経済の変数として、輸送費、所
得、租税、地域住民効用水準などが検討された。現代の空間政策においては、特に地方都市における持続可能な地域経済のあり方について、高い関
心が寄せられている。関連級の多くは、市場メカニズムと企業の利潤最大化行動、地方政府財政と地域住民の生活の質、分散・分権化政策、といっ
た議論に力点が置かれている。その一方、現実の社会においては、公共財や公的サービス、インフラなどの管理に様々な課題が生じている。それと
ともに、地方都市における地域住民の生活利便性や地域の魅力度をいかに維持していくかという問題に直面している。本研究単体で国際査読付き
ジャーナルに掲載するレベルに達しているが、研究会で複数の参加者よりさらなる改良に向けた多くの有益なコメントを受けたため、フィードバッ
クを参考に早期投稿を報告者に促した。さらに、拡張研究として、実証分析への応用や、事例分析、数値分析などが行われることに大きな研究意義
があるとの結論に至った。

なし

①東京一極集中と「少子化」の連関性を問う
②第50回衆院選の実証分析

①佐々木　信夫 客員研究員（中央大学名誉教授）
②野澤　高一 客員研究員（中央大学経済研究所）

「異次元の少子化対策」における児童手当改革の財源問題―フランスの歴史と現状から学ぶ―

宮本　悟 研究員（中央大学経済学部教授）

人口・労働・社会保障研究部会

公開研究会

①暗号通貨（資産）再考：ビットコインETFとその影響
②金融イノベーションと邦銀のあるべき姿

なし

地域経済圏における公共財の供給と最適人口規模について

公開研究会

公開研究会

中央大学後楽園キャンパス6409室　

なし

チョークポイントはどこにあるか　－国際産業連関表を用いた分析－

猪俣　哲史 氏（日本貿易振興機構アジア経済研究所上席主任調査研究員）

5名

藤野　夏海 氏（九州産業大学地域共創学部助教）

①新形　敦 氏（立命館大学経済学部教授）
②内田　真人 氏（成城大学社会イノベーション学部教授）

12名

新しい貨幣制度の在り方をめぐって、２件の講演をいただきました。
第1報告は、新形 敦氏（立命館大学経済学部教授）による「暗号通貨（資産）再考：ビットコインETFとその影響」で、現在は通貨としての性格を有
していない暗号資産について、価格面のボラティリティの検証から、将来的な通貨としての性格を有する可能性について、米国におけるア暗号資産
のＥＴＦ上場による影響についてご説明いただいた。
上記のテーマは、現在の銀行システム（市中銀行と中央銀行）による貨幣供給との併存可能性についても検証するうえで重要であり、成熟化する経
済と新たな貨幣制度との融合について検証する手掛かりを得ることになった。
第2報告は内田真人氏（成城大学社会イノベーション学部教授）による「金融イノベーションと邦銀のあるべき姿」であり、従来の市中銀行のビジネ
スモデルの変容についてご講演いただいた。特に、市中銀行のビジネスの範囲が拡大することによって、他産業との融合を進めるネット銀行や、一
部のデジタル化を強力に進める地銀の事例をもとにご解説いただいたことで、金融イノベーションの方向性と課題を明確にすることができた。
いずれも報告についても、参加者から複数の重要な質問が寄せられた。第１報告については、貨幣量の制限と物価との関係に関わるものや、暗号資
産のＥＴＦ上場が価格ボラティリティに与えている理論モデルに関する内容であり、報告者から丁寧なご回答をいただいた。第２報告については、
市中銀行のビジネス範囲の拡大と収益性の確保の問題に関する内容が多く、銀行の情報生産と収益性の関連性について、丁寧なご回答をいただい
た。
以上、学外からの参加者も見られ、大変充実した公開研究会であったことを報告申し上げる。
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Computational General Equilibrium Model with Maritime Route Choice: Evaluating the Impacts of Red Sea Crisis on Global Economy

Trang TRAN 氏（東京大学工学系研究科研究員）

5名

While most world trade is transported by sea, their operation heavily depends on a few maritime choke points. A local shock at these
choke points could significantly impact international trade. This paper aims to build a model quantifying these impacts by
incorporating the route selection for sea transportation into the GTAP standard model. The route choice parameters as well as supply
and demand for transportation services on each route are estimated from shipment data.
The model is then used to evaluate the effects of an increase in transportation prices through Suez Canal. The results show that Suez
shock affects regions relying on this route (high share of Suez in transport cost), including China, East Asia, Southeast Asia, and
the EU. There is a shift toward other routes and modes. For example, China-US transport shift to Panama and Air, China-Europe
transport shift to Other, Air and Land, East Asia transport shift to Arctic and Other. Countries also switch to partners with less
Suez impacts. For example, China exports switch from Europe toward South America and Oceania, Africa, and the Middle East exports
switch from Europe toward East Asia, North America imports switch from South America and China to South America and Oceania. Finally,
allowing Arctic choice softens the negative effects on transport cost.
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